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研究成果の概要（和文）：地域産業の重要な構成要素である中小規模の製材工場とそこに原木を供給する生産者
の間で構築される地域レベルでの流通を再構築するための合理的なシステムの検討と新たな付加価値の創出を行
った。
木材の流通構造の調査では、林業・木材産業の関係事業者から収集したデータをもとにした分析により、林業事
業者の収益構造および主に三重県、京都府を対象とした地域材の流通構造を解明した。
地域材利用の新たな付加価値として、温室効果ガス排出量の削減効果、地域への経済波及効果に関する分析を行
い、それぞれ定量的な評価を行うことで優位性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Forestry companies and small and medium-sized sawmills are important 
components of the local industry. We examined a rational system for reconstructing the regional 
level timber distribution constructed between the two and created new added value.
The study of the distribution structure of timber involved an analysis of data collected from 
businesses involved in the forestry and timber industry.The results elucidated the profit structure 
of forestry businesses and the distribution structure of regional timber mainly in Mie and Kyoto 
prefectures.
As new added value of using local timber, we analyzed the effect of reducing greenhouse gas 
emissions and the economic ripple effect on the region. The superiority of each was clarified 
through quantitative evaluation.

研究分野：環境影響評価

キーワード： ライフサイクルアセスメント　経済波及効果　木材流通　産業連関分析
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研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的な意義としては、地域材を使用した木質系建材、木造建築物の温室効果ガス排出量に関する知見は不足し
ており、複数の論文により新たな知見を提供できた。同様に、地域材利用の経済波及効果に関する論文も複数発
表した。
社会的意義としては、三重県、京都府、滋賀県など複数の地域において、木材の地産地消による経済波及効果を
定量評価したことで、各自治体における建築物の木造・木質化の推進に貢献した。林業・木材産業の先進地域で
あるオーストリアを現地調査し最新事情を書籍として広く発信できた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
国産材の利用促進が叫ばれる中、全国的に原木を大量に消費する大型加工施設の新設が相次
ぎ、そこに原木を安定供給するためのシステムの構築が急速に進んでいる。このようなダイナミ
ックな原木流通の変革が政策的に推し進められ、研究分野においても注目が集まっている一方
で、中小規模の製材工場とそこに原木を供給する生産者およびその間を仲介する原木市場の間
での流通構造の変革は進まず、全国各地で中小規模の製材工場の廃業が相次いでいる。 
 
２．研究の目的 
本研究は地域産業の重要な構成要素である中小規模の製材工場とそこに原木を供給する生産
者の間で構築される地域レベルでの流通を再構築するための合理的なシステムの検討と新たな
付加価値の創出を行うことが目的である。具体的には以下の項目に分けて研究を実施した。 
（１）地域材の流通構造の解明 
（２）木材利用による温室効果ガス（GHG）排出量と削減効果の解明 
（３）木材の地産地消による地域への経済波及効果の解明 
このことは地域循環型の木材利用システムを実現し、地域活性化、低炭素社会の構築、生産者
に還元される利益の最大化による林業の活性化に貢献するものである。 
 
３．研究の方法 
（１）地域材の流通構造の解明 
対象地域の木材の流通構造を明らかにするために、木材の生産・加工・流通に関係する事業者 
に対してヒアリング、アンケート等の調査を実施した。特に、対象地域の大規模林業事業者から
は一定期間の原木出荷データを収集しこれを分析することで、収益構造を明らかにした。合わせ
て、林業先進国であるオーストリアの木材流通構造に関する調査を実施した。 
 
（２）木材利用による GHG排出量と削減効果の解明 
 対象地域の木材の生産・加工・流通に関わる事業者に対してヒアリング調査を実施し、製造製
品や消費エネルギーに関わるデータを収集し、木材製品のライフサイクルアセスメントを実施
することで GHG排出量を明らかにした。また、対象となる木材製品と同等の他製品の GHG排
出量と比較することで、GHG排出量の削減効果を明らかにした。 
 
（３）木材の地産地消による地域への経済波及効果の解明 
対象地域の産業連関表から産業連関分析を行い、地域材の利用促進による地域への経済波及
効果の算定を行った。 
 
４．研究成果 
（１）地域材の流通構造の解明 
京都府中北部地域において、2017 年 5 月に原木市場が閉鎖したことによる素材生産者および
製材・加工事業者への影響を調査した。この結果から、京都府中北部の原木の品質等を考慮した
時、地域内の合板工場とラミナ専門の製材工場に安定的に原木を供給することが流通の軸とな
り、そのためのプラットフォームとして森林組合系統のストックヤードが原木の取扱量を増や
していくことが重要であること等がわかった。 
三重県においては原木市場の機能に着目した流通構造の調査を実施し「複数の原木市場の入
出荷データの時系列分析による市況の解析」および「大規模な林業事業体の出荷する原木に焦点
をあてた分析」を行った。この結果、前者からは、県内で原木市場ごとに扱う原木に異なる特徴
が見られたが高値がつく原木の傾向は似ていることを明らかにした。後者からは県内製材所に
は潜在的な地域材の需要があること、並材とは異なり手入れが十分に行われた大径材は径級と
平均単価に正の相関があることを明らかにし、これらから製材事業者の要求する規格・品質に合
わせた採材をすることによる収益向上の可能性を示した（図 1）。 
オーストリアの調査では、EU の環境施策における林業・木材産業の位置づけと、環境施策を
利用した地域活性化の事例、製材事業者の経営実態と地域の木質バイオマスエネルギー利用に
果たす役割等に関する情報を収集し書籍として取りまとめることができた。 
 以上の結果から、木材の流通構造は地域ごとに異なっており、地域の製材・加工事業者の需要
情報を収集し素材生産に反映することで、木材の地産地消を促進するとともに林業事業者の収
益性を改善できることを示すことができた。 
 
 



図 1 対象事業者が原木市場に出荷したヒノキの径級と平均単価 
 
（２）木材利用による GHG排出量と削減効果の解明 
三重県内の 10社の製材所の製材製品を対象とし，ライフサイクルアセスメントにより GHG 排
出量を算出した。この結果，これらの製材所の平均値は単純平均で 153kg-CO2e/m3，年間製材製
品量に応じた加重平均値は 258kg-CO2e/m3であることがわかった。また，各製材所の製材製品の
GHG 排出量は，最大が 473kg-CO2e/m3，最小が 54kg-CO2e/m3であり，製材所ごとの差異が大きいこ
とが明らかとなった。 
三重県産材を使用した CLT 工法の学校建築物のライフサイクルアセスメントによる GHG 排出
量の算出を行った。CLT に使用するラミナの製材、乾燥は県内の小規模事業者が行っており、CLT
は県産材の新たな利用方法として期待されている。CLT 工法を用いた木造学校建築物を対象にラ
イフサイクルから排出される GHG 量の定量化を行った結果、同じ設計条件の鉄筋コンクリート
（RC）造、鉄骨（S）造建築物と比べてそれぞれ約 31％、約 19％の GHG 排出量の削減となること
がわかった（図 2）。 
また、国産材のエクステリアへの用途拡大を考えた場合に、新たな製品として注目されている、
木材・プラスチック再生複合材への国産材の利用について検討を行い、GHG 排出量の定量的評価
を実施した。この結果、対象となる木材・プラスチック再生複合材の GHG 排出量は 3489 kg-CO2e 
/t であり、製品製造プロセスからの排出と WPRC 廃棄物の燃焼の比率が特に高いこと、プラスチ
ック材料のリサイクル材料率を 100％に設定するとリサイクル材料率が 0％の場合と比較して
GHG 排出量が 28％（1316 kg-CO2e/t）削減されること、WPRC を複数回リサイクルすることにより
GHG 排出量を最大約 28％削減できることが分かった。 
 以上の結果から、製材製品、新たな木質建材を使用した木造建築物、木材と他材料との複合材
料など、多様な評価対象の GHG 排出量および削減効果を明らかにすることで、気候変動対策の側
面から見た地域材利用の付加価値を明らかにした。 

図 2 木造（CLT 造）、鉄筋コンクリート（RC）造、鉄骨（S）造の GHG 排出量の比較 
（各 2階建て、延床面積 407.2m2） 
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（３）木材の地産地消による地域への経済波及効果の解明 
地域材利用による対象地域への経済波及効果を明らかにするため 9 つの流通シナリオを設定
し産業連関分析を行い，生産誘発額，粗付加価値誘発額，雇用者誘発数を算出した。対象地域は
京都府とし京都府の産業連関表を使用した。この結果，経済波及効果は地産地消型シナリオ（素
材生産地，製材・加工地，消費地が全て府内）が最大となり，生産誘発額は現状の流通を表すシ
ナリオの約 3.5 倍と大きくなった。また，製材・加工地を府内に条件設定した 4つのシナリオの
みが生産誘発倍率が 1を上回ることが明らかになった（図 3）。 
また、評価対象を木造非住宅建築物とし、三重県産材を使用し建設した場合の三重県内への経
済波及効果を産業連関分析の手法を用いて定量化した。この結果から、三重県産材を使用した評
価対象シナリオでは最終需要額の 1.56 倍の生産誘発額，0.79 倍の粗付加価値誘発額が県内に発
生すること、評価対象シナリオの生産誘発額のうち第一次間接効果と第二次間接効果の合計額
は木材・木製品部門で最大になり，育林・素材部門は全産業部門の中で 9番目の金額となること
など県産材利用による林業，木材産業への影響を明らかにした。 
 以上の通り、木材製品の購入や木造非住宅建築物の建設といった評価対象をもとに地域材の
地産地消による地域への経済波及効果を定量化し、地域活性化の側面から見た地域材利用の付
加価値を明らかにした。 
 

図 3 9 つの流通シナリオのうち A,C,E,G の経済波及効果 1) 
（生産誘発額、粗付加価値誘発額、雇用誘発数） 
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